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報告第５号 

 

   令和７事業年度株式会社まちづくり厳原経営状況報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定

により、株式会社まちづくり厳原の令和７事業年度経営状況を別冊のと

おり報告する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜 
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報告第６号 

 

   令和７事業年度一般財団法人対馬市農業振興公社経営状況報告に

ついて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定

により、一般財団法人対馬市農業振興公社の令和７事業年度経営状況を

別冊のとおり報告する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜 
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報告第７号 

 

   令和７事業年度一般財団法人対馬地域商社経営状況報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定

により、一般財団法人対馬地域商社の令和７事業年度経営状況を別冊の

とおり報告する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜 
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報告第８号 

 

   令和７事業年度公益財団法人対馬栽培漁業振興公社経営状況報告

について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定

により、公益財団法人対馬栽培漁業振興公社の令和７事業年度経営状況

を別冊のとおり報告する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜 
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報告第９号 

 

   令和７事業年度一般財団法人対馬市国際交流協会経営状況報告に

ついて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定

により、一般財団法人対馬市国際交流協会の令和７事業年度経営状況を

別冊のとおり報告する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜 
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報告第１０号 

 

   令和７年度対馬市一般会計継続費精算報告について 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第２項の規

定により、別紙のとおり報告する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜   
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年 割 額 と

支 出 済 額

国県支出金 地　方　債 その他 国県支出金 地　方　債 その他 の 差 国県支出金 地　方　債 その他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

7 94,824,000 47,905,000 46,200,000 0 719,000 248,304,098 124,152,000 123,340,000 812,098 △ 153,480,098 △ 76,247,000 △ 77,140,000 0 △ 93,098

計 394,231,000 197,608,000 195,900,000 0 723,000 394,226,798 197,113,000 196,300,000 0 813,798 4,202 495,000 △ 400,000 0 △ 90,798

令和７年度　　　対　馬　市　一　般　会　計　継　続　費　精　算　報　告　書

款 項
事
業
名

年度

全　　　　体　　　　計　　　　画 実　　　　　　　　　　　　　　　績 比　　　　　　　　　　　　　　　較

年　割　額 支出済額

左　　の　　財　　源　　内　　訳 左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

特　　定　　財　　源
一般財源

149,700,000商

工

費

商

工

費

あ

そ

う

ベ

イ

パ

ー

ク

整

備

事

業

2,300145,922,700 72,961,000 72,960,000 1,700 153,484,300 76,742,000 76,740,000 0

左　　の　　財　　源　　内　　訳

7 1

6 299,407,000 149,703,000 0 4,000

一般財源
特　　定　　財　　源

-
1
6
-



年 割 額 と

支 出 済 額

国県支出金 地　方　債 その他 国県支出金 地　方　債 その他 の 差 国県支出金 地　方　債 その他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

7 757,298,000 0 757,200,000 0 98,000 757,164,800 757,100,000 64,800 133,200 0 100,000 0 33,200

計 1,367,816,000 0 1,367,600,000 0 216,000 1,366,186,800 0 1,366,100,000 0 86,800 1,629,200 0 1,500,000 0 129,200

令和７年度　　　対　馬　市　一　般　会　計　継　続　費　精　算　報　告　書

款 項
事
業
名

年度

全　　　　体　　　　計　　　　画 実　　　　　　　　　　　　　　　績 比　　　　　　　　　　　　　　　較

年　割　額 支出済額

左　　の　　財　　源　　内　　訳 左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

特　　定　　財　　源
一般財源

610,400,000消

防

費

消

防

費

防
災
行
政

情
報
伝
達
シ
ス
テ
ム

整
備
事
業

96,000609,022,000 609,000,000 22,000 1,496,000 0 1,400,000 0

一般財源
特　　定　　財　　源

左　　の　　財　　源　　内　　訳

9 1

6 610,518,000 0 0 118,000

-
1
7
-



年 割 額 と

支 出 済 額

国県支出金 地　方　債 その他 国県支出金 地　方　債 その他 の 差 国県支出金 地　方　債 その他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

7 75,051,000 23,416,000 38,200,000 13,000,000 435,000 131,504,182 23,416,000 70,900,000 36,000,000 1,188,182 △ 56,453,182 0 △ 32,700,000 △ 23,000,000 △ 753,182

計 180,234,000 36,105,000 103,200,000 39,000,000 1,929,000 180,232,182 36,105,000 103,200,000 39,000,000 1,927,182 1,818 0 0 0 1,818

特　　定　　財　　源

左　　の　　財　　源　　内　　訳

10 3

6 105,183,000 12,689,000 26,000,000 1,494,000

一般財源

65,000,000教

育

費

中

学

校

費

厳

原

中

学

校

大

規

模

改

造

（
特

別

教

室

）
事

業

755,00048,728,000 12,689,000 32,300,000 3,000,000 739,000 56,455,000 0 32,700,000 23,000,000

一般財源

令和７年度　　　対　馬　市　一　般　会　計　継　続　費　精　算　報　告　書

款 項
事
業
名

年度

全　　　　体　　　　計　　　　画 実　　　　　　　　　　　　　　　績 比　　　　　　　　　　　　　　　較

年　割　額 支出済額

左　　の　　財　　源　　内　　訳 左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

特　　定　　財　　源

-
1
8
-



報告第１１号 

 

   令和７年度対馬市健全化判断比率及び資金不足比率の報告について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条

第１項及び第２２条第１項の規定により、令和７年度対馬市健全化判断比率及び

資金不足比率を次のとおり報告する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜 

 

 

１ 健全化判断比率（法第３条関係）               （単位：％） 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

健全化判断比率 － － ９．６ ３８．１ 

早期健全化基準 （ １２．６３ ） （ １７．６３ ） （ ２５．０ ） （ ３５０．０ ） 

財政再生基準  （ ２０．００ ） （ ３０．００ ） （ ３５．０ ） － 

備考 実質収支額及び連結実質収支額が赤字でないため、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は数値なし。 

 

２ 資金不足比率（法第２２条関係）               （単位：％） 

特 別 会 計 の 名 称 資 金 不 足 比 率 

水 道 事 業 会 計 － 

漁業集落排水事業会計 － 
旅客定期航路事業特別会計 － 

備考 資金の不足額がない会計は、資金不足比率は数値なし。 
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認定第１号 

 

   令和７年度対馬市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和７年度対馬市一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付

けて議会の認定に付する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜   
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認定第２号 

 

   令和７年度対馬市診療所特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和７年度対馬市診療所特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意

見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜   
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認定第３号 

 

   令和７年度対馬市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和７年度対馬市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委

員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜   
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認定第４号 

 

   令和７年度対馬市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和７年度対馬市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙監査

委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜   
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認定第５号 

 

   令和７年度対馬市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和７年度対馬市介護保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の

意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜   
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認定第６号 

 

   令和７年度対馬市旅客定期航路事業特別会計歳入歳出決算の認定

について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定によ

り、令和７年度対馬市旅客定期航路事業特別会計歳入歳出決算を別紙監

査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜   
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認定第７号 

 

   令和７年度対馬市水道事業会計決算の認定について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定

により、令和７年度対馬市水道事業会計決算を別紙監査委員の意見を付

けて議会の認定に付する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜   
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認定第８号 

 

   令和７年度対馬市漁業集落排水事業会計決算の認定について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定

により、令和７年度対馬市漁業集落排水事業会計決算を別紙監査委員の

意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜   
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議案第６３号 

 

対馬市手数料条例の一部を改正する条例 

 

対馬市手数料条例（平成１６年対馬市条例第７２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第７条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定は、多機能端末機（本市の電子計算機と電気通信回線に

より接続された民間事業者が設置する端末機で、証明書を交付する機

能を有するものをいう。以下同じ。）による申請及び請求については、

適用しない。 

 別表第１中 

「 

住民票の写しの交

付手数料 

１通につき ３００円

」を 

「 

住民票の写しの交

付手数料 

１通につき ３００円（ただし、多機能端末機

により交付する場合は、１通につ

き ２００円） 

」に、 

「 

印鑑に関する証明

手数料 

１件につき ３００円

」を 
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「 

印鑑に関する証明

手数料 

１件につき ３００円（ただし、多機能端末機

により交付する場合は、１件につ

き ２００円） 

」に、 

「 

所得証明手数料 １件につき ３００円

市県民税・固定資

産税課税証明手数

料 

１件につき   ３００円

」を 

「 

所得証明手数料 １件につき ３００円（ただし、多機能端末機

により交付する場合は、１件につ

き ２００円） 

市県民税課税証明

手数料 

１件につき 

 

３００円（ただし、多機能端末機

により交付する場合は、１件につ

き ２００円） 

固定資産税課税証

明手数料 

１件につき ３００円

」に 

改める。 

   附 則 

 この条例は、令和９年１月１３日から施行する。 

 

令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜 

-38-



議案第６４号 

 

対馬市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

 

対馬市印鑑登録及び証明に関する条例（平成１６年対馬市条例第１６

号）の一部を次のように改正する。 

第７条第４号中「カナ氏名」を「外国人住民のうち非漢字圏の外国人

住民が住民票の備考欄に記録がされている氏名の片仮名表記又はその一

部を組み合わせたもので表されている印鑑により登録を受ける場合にあ

っては、当該片仮名表記」に改め、同条第５号中「出生年月日」を「生

年月日」に改める。 

 第１４条第２項中「うち、」の次に「同条第１号、第２号及び」を加

え、同条の次に次の１条を加える。 

（多機能端末機による印鑑登録証明の申請） 

第１４条の２ 前条の規定にかかわらず、印鑑の登録を受けている者は、

個人番号カード、特定在留カード（出入国管理及び難民認定法（昭和

２６年政令第３１９号）第１９条の１５の２第１項に規定する特定在

留カードをいう。）若しくは特定特別永住者証明書（日本国との平和

条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法

（平成３年法律第７１号）第１６条の２第１項に規定する特定特別永

住者証明書をいう。）（これらのうち電子署名等に係る地方公共団体

情報システム機構の認証業務に関する法律（平成１４年法律第１５３

号）第２２条第１項に規定する個人番号カード用利用者証明用電子証

明書が記録されているものに限る。）又は電気通信事業法（昭和５９

年法律第８６号）第１２条の２第４項第３号ロに規定する移動端末設

備（電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関

する法律第３５条の２第１項に規定する移動端末設備用利用者証明用

電子証明書が記録されている電磁的記録媒体が組み込まれているもの
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に限る。）を使用して、自ら多機能端末機（本市の電子計算機と電気

通信回線により接続された民間事業者が設置する端末機で、証明書を

交付する機能を有するものをいう。）を利用し、印鑑登録の証明を申

請することができる。 

   附 則 

 この条例は、令和９年１月１３日から施行する。ただし、第７条及び

第１４条の改正規定は、公布の日から施行する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜 
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議案第６５号 

 

対馬市認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を

改正する条例 

 

 対馬市認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に関する条例（平成１６年

対馬市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「第２１条第２項」を「第１８条の３第１項」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和８年１０月１日から施行する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜   
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議案第６６号 

 

対馬市情報センター条例の一部を改正する条例 

 

対馬市情報センター条例（平成２０年対馬市条例第２号）の一部を次

のように改正する。 

第２条第３項中「第８条」の次に「、第１０条」を加え、「、第１７

条及び第１９条」を「及び第１８条」に改める。 

第３条第２項中「利用しようとする者」を「利用する者」に改める。 

第４条第５号を削り、同条第６号中「公共」を「テレビ放送等を通じ

た公共」に改め、同号を同条第５号とし、同条中第７号を第６号とし、

第８号を第７号とし、同条第９号中「非常災害」を「テレビ放送及び文

字放送等を通じた非常災害」に改め、同号を同条第８号とし、同条中第

１０号を第９号とし、第１１号を第１０号とし、同条第１２号中「前１

１号」を「前１０号」に改め、同号を同条第１１号とする。 

第６条中「、受信所及び中継所」を「及び受信所」に改め、同条の表

サブセンターの部及び中継所の部を削る。 

第１０条の見出し中「及び負担金」を削り、同条第１項中「加入者」

を「施設が行うサービスに加入しようとする者」に改め、同条第２項か

ら第５項までを削る。 

第１１条第１項第２号中「〃 」を「基本使用料」に改め、同項中第

３号を削り、第４号を第３号とする。 

第１２条の見出し中「負担金及び」を削り、同条中「第１０条第２項

の負担金及び」を削る。 

第１５条を削る。 

第１６条第２項を削り、同条を第１５条とする。 
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第１７条を第１６条とし、第１８条から第２０条までを１条ずつ繰り

上げる。 

附則中第１項の見出し及び同項の項番号を削る。 

附則中第２項の前の見出し及び同項を削る。 

附則第３項を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和９年１月１日から施行する。 

（利用の休止に関する経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に改正前の対馬市情報センター条例第１５

条の規定により利用の休止の承認を受けている者であって、令和８年

１２月３１日までに利用の再開の届出をしないものは、同日をもって

脱退したものとみなす。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜 
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議案第６７号 

 

対馬市職員の旅費に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 （対馬市職員の旅費に関する条例の一部改正） 

第１条 対馬市職員の旅費に関する条例（平成１６年対馬市条例第５０

号）の一部を次のように改正する。 

  目次を削る。 

  「第１章 総則」を削る。 

  第１条中「（市が給与又は報酬を支給している者をいう。以下同じ。）」

を削る。 

第２条第１項中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号を第３

号とし、同項第５号中「職員については、」を「場合又は任命権者若し

くはその委任を受けた者（以下「旅行命令権者」という。）が認める場

合には、」に、「又は居所）」を「、居所その他旅行命令権者が認める場

所）」に改め、同号を同項第４号とし、同項中第６号を第５号とし、第

７号を削り、同項第８号中「若しくはその扶養親族」を削り、「根拠地」

を「根拠」に改め、同号を同項第６号とし、同号の次に次の２号を加

える。 

(７) 家族 内国旅行にあっては職員の配偶者（婚姻の届出をして

いないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同

じ。）、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で職員と生計を一にす

るものをいい、外国旅行にあっては職員の配偶者及び子で職員と

生計を一にするものをいう。 

(８) 遺族 職員の配偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹並

びに職員の死亡当時職員と生計を一にしていた他の親族をいう。 
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 第２条第１項中第９号を削り、第１０号を第９号とし、第１１号を

第１０号とし、同条第２項を削る。 

  第３条第３項中「法第１６条第２号から第５号まで」を「法第１６

条各号」に改め、同条第５項中「（その者の扶養親族の旅行について旅

費の支給を受けることができる場合には、当該扶養親族を含む。以下

この条において同じ。）」及び「その出発前に」を削り、「を取り消され」

を「の変更（取消しを含む。同項及び同条第４項並びに第５条におい

て同じ。）を受け」に、「において」を「その他市長が別に定める場合

には」に改め、「があるときは、当該金額」を削り、「なった」を「な

る金額又は支出を要する」に改め、同条第６項中「交通機関等の事故

又は」を削る。 

  第４条第３項中「を変更（取消しを含む。以下同じ。）する」を「の

変更をする」に、「基づき、これを変更する」を「基づき、その変更を

する」に改め、同条第４項本文中「これを変更する」を「その変更を

する」に、「これを当該」を「当該事項を当該」に、「提示し」を「通

知し」に改め、同項ただし書中「旅行に関する」を削り、「し、これを

指示する」を「する」に改め、「、これを当該旅行者に提示し」を削る。 

  第５条第１項中「変更された」を「変更を受けた」に改める。 

  第６条を次のように改める。 

  （旅費の計算） 

 第６条 旅費は、旅行に要する実費を弁償するためのものとして次条

から第１９条に定める種目及び内容に基づき、最も経済的な通常の

経路及び方法により旅行した場合によって計算する。ただし、公務

上の必要又は天災その他やむを得ない事情により最も経済的な通

常の経路又は方法により旅行し難い場合には、その現によった経路

及び方法によって計算する。 
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  第７条の前の見出しを削り、同条から第１４条までを次のように改

める。 

  （旅費の種目） 

 第７条 旅費の種目は、鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、宿

泊費、包括宿泊費、宿泊手当、転居費、着後滞在費、家族移転費、

渡航雑費及び死亡手当とする。 

  （鉄道賃） 

 第８条 鉄道賃は、鉄道（鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第

２条第１項に規定する鉄道事業の用に供する鉄道及び軌道法（大正

１０年法律第７６号）第１条第１項に規定する軌道、外国における

これらに相当するものその他規則で定めるものをいう。以下同じ。）

を利用する移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第

２号から第６号までに掲げる費用は、第１号に掲げる運賃に加えて

別に支払うものであって、公務のため特に必要とするものに限る。）

の額の合計額とする。 

  (１) 運賃 

  (２) 急行料金 

  (３) 寝台料金 

  (４) 座席指定料金 

  (５) 特別車両料金（市長等に限る。） 

  (６) 前各号に掲げる費用に付随する費用 

  （船賃） 

 第９条 船賃は、船舶（海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第

２条第２項に規定する船舶運航事業の用に供する船舶、外国におけ

るこれに相当するものその他規則で定めるものをいう。以下同じ。）

を利用する移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第
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２号から第５号までに掲げる費用は、第１号に掲げる運賃に加えて

別に支払うものであって、公務のため特に必要とするものに限る。）

の額の合計額とする。 

  (１) 運賃 

   (２) 寝台料金 

  (３) 座席指定料金 

  (４) 特別船室料金（市長等に限る。） 

  (５) 前各号に掲げる費用に付随する費用 

  （航空賃） 

 第１０条 航空賃は、航空機（航空法（昭和２７年法律第２３１号）

第２条第１８項に規定する航空運送事業の用に供する航空機、外国

におけるこれに相当するものその他規則で定めるものをいう。以下

同じ。）を利用する移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費

用（第２号及び第３号に掲げる費用は、第１号に掲げる運賃に加え

て別に支払うものであって、公務のため特に必要とするものに限

る。）の額の合計額とする。 

  (１) 運賃 

  (２) 座席指定料金 

  (３) 前２号に掲げる費用に付随する費用 

  （その他の交通費） 

 第１１条 その他の交通費は、鉄道、船舶及び航空機以外を利用する

移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号から第

４号までに掲げる費用は、公務のため特に必要とするものに限る。）

の額の合計額とする。 

  (１) 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに

掲げる一般乗合旅客自動車運送事業（路線を定めて定期に運行す
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る自動車により乗合旅客の運送を行うものに限る。）の用に供する

自動車（外国におけるこれに相当するものを含む。）を利用する移

動に要する運賃 

  (２) 道路運送法第３条第１号ハに掲げる一般乗用旅客自動車運送

事業の用に供する自動車（外国におけるこれに相当するものを含

む。）その他の旅客を運送する交通手段（前号に規定する自動車を

除く。）を利用する移動に要する運賃 

  (３) 前２号に掲げる運賃以外の費用であって、道路運送法第８０

条第１項の許可を受けて業として有償で貸し渡す自家用自動車

（外国におけるこれに相当するものを含む。）の賃料その他の移動

に直接要する費用 

  (４) 前３号に掲げる費用に付随する費用 

 ２ 前項の規定にかかわらず、職員等が所有する自家用車を借上げ、

旅行に使用する場合においては、片道の路程（１キロメートル未満

の端数があるときは、これを切り捨てた後の路程）１キロメートル

につき４０円を乗じて得た額をその他の交通費の額に加算するこ

とができる。 

  （宿泊費） 

 第１２条 宿泊費は、旅行中の宿泊に要する費用とし、その額は、国

家公務員等の旅費支給規程（昭和２５年大蔵省令第４５号。以下「財

務省令」という。）別表第２で定める宿泊費基準額（以下「宿泊費基

準額」という。）とする。この場合において、職員に対応する国家公

務員は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に定める

財務省令における国家公務員とする。 

  (１) 市長等 指定職職員等 

  (２) 一般職の職員 職務の級が１０級以下の者 
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 ２ 前項の規定にかかわらず、当該宿泊に係る特別な事情がある場合

として規則で定める場合の宿泊費の額は、当該宿泊に要する費用の

額とする。 

  （包括宿泊費） 

 第１３条 包括宿泊費は、移動及び宿泊に対する一体の対価として支

払われる費用とし、その額は、当該移動に係る第８条から第１１条

までの規定による交通費の額及び当該宿泊に係る宿泊費基準額の

合計額とする。 

  （宿泊手当） 

 第１４条 宿泊手当は、宿泊を伴う旅行に必要な諸雑費に充てるため

の費用とし、その額は財務省令別表第３で定める１夜当たりの定額

とする。 

 ２ 宿泊手当の額は、宿泊費又は包括宿泊費について次の各号に掲げ

る場合に該当するときは、前項の規定にかかわらず、当該各号に掲

げる額とする。 

  (１) 朝食又は夕食に係る費用のいずれかに相当するものが含まれ

る場合 前項で定める定額の３分の２の額 

  (２) 朝食及び夕食に係る費用に相当するものが含まれる場合 前

項で定める定額の３分の１の額 

 ３ この条例により支給される鉄道賃、船賃、航空賃又はその他の交

通費（包括宿泊費及び家族移転費のうちこれらに相当するものを含

む。）に食費に相当するものが含まれる場合には、当該額の３分の１

の額とする。 

 ４ 旅行者が、旅行中自宅（住所又は居所若しくはこれに相当する場

所をいう。）に宿泊する場合には、前３項の規定にかかわらず、宿泊

手当は支給しない。 
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  「第２章 内国旅行の旅費」を削る。 

  第１５条から第２７条までを次のように改める。 

  （転居費） 

 第１５条 転居費は、赴任に伴う転居に要する費用とし、次に掲げる

額とする。 

  (１) 赴任の際家族を移転する場合には、旧在勤地から新在勤地ま

での路程に応じた別表の定額による額 

  (２) 赴任の際家族を移転しない場合には、前号に規定する額の２

分の１に相当する額 

  (３) 赴任の際家族を移転しないが、赴任を命ぜられた日の翌日か

ら１年以内に家族を移転する場合には、前号に規定する額に相当

する額（赴任の後家族を移転するまでの間に更に赴任があった場

合には、各赴任について支給することができる同号に規定する額

に相当する額の合計額） 

 ２ 前項第３号の場合において、家族を移転した際における移転費の

定額が、職員が赴任した際の転居費の定額と異なるときは、同号の

額は、家族を移転した際における移転費の定額を基礎として計算す

る。 

 ３ 旅行命令権者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情

がある場合には、第１項第３号に規定する期間を延長することがで

きる。 

  （着後滞在費） 

 第１６条 着後滞在費は、赴任に伴う転居に必要な滞在に係る費用と

し、その額は、５夜分を限度として、現に宿泊した夜数に係る宿泊

費及び宿泊手当の合計額に相当する額とする。 

  （家族移転費） 
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 第１７条 家族移転費は、赴任に伴う家族の移転に要する費用とし、

その額は、次に掲げる額とする。 

  (１) 赴任の際家族（赴任を命ぜられた日において同居している者

に限る。以下この号及び次号において同じ。）を職員の新居住地に

移転する場合には、家族１人ごとに、職員がその移転をするもの

として算定した鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、宿泊費、

包括宿泊費、宿泊手当及び着後滞在費の合計額に相当する額 

  (２) 前号に規定する場合に該当せず、かつ、赴任を命ぜられた日

の翌日から１年以内に家族を職員の居住地（赴任後家族を移転す

るまでの間に更に赴任があった場合には、当該赴任後における職

員の新居住地）に移転する場合には、同号の規定に準じて算定し

た額 

 ２ 旅行命令権者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情

がある場合には、前項第２号に規定する期間を延長することができ

る。 

  （渡航雑費） 

 第１８条 渡航雑費は、外国旅行に要する雑費とし、その額は、予防

接種に係る費用、旅券の交付手数料及び査証手数料、外貨交換手数

料並びに入出国税その他外国旅行に必要なものとして規則で定め

る費用の額とする。 

  （死亡手当） 

 第１９条 死亡手当は、職員の外国における死亡（第３条第２項第５

号に掲げる場合に限る。）に伴う諸雑費に充てるための費用とし、そ

の額は、財務省令別表第５で定める額とする。 

  （退職者等の旅費） 

 第２０条 第３条第２項第１号又は第４号の規定により支給する旅費

-52-



 

は、退職等の日の翌日から３月以内における当該退職等に伴う旅行

について、出張又は赴任の例に準じて規則で定めるものとする。 

 ２ 前項の場合において、退職等となった職員が家族を移転するとき

は、同項に規定する旅費に、転居費のうち家族の転居に要する費用

及び家族移転費に相当するものを加えるものとする。 

 ３ 旅行命令権者は、天災その他やむを得ない事情がある場合には、

第１項に規定する期間を延長することができる。 

  （遺族等の旅費） 

 第２１条 第３条第２項第２号、第３号又は第５号の規定により支給

する旅費（死亡手当に係るものを除く。）は、出張又は赴任の例に準

じて規則で定めるものとする。 

  （証人等の旅費） 

 第２２条 第３条第４項の規定により支給する旅費は、他の条例に特

別な定めがある場合を除くほか、任命権者が市長と協議して定める

ものとする。 

  （旅費の支給額の上限） 

 第２３条 鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費に係る旅費の支

給額は、第８条から第１１条までに掲げる各費用について、当該各

条及び第６条の規定により計算した額と現に支払った額を比較し、

当該各費用ごとのいずれか少ない額を合計した額とする。 

 ２ 宿泊費、包括宿泊費、着後滞在費（宿泊手当に相当する部分を除

く。）及び渡航雑費に係る旅費の支給額は、当該各種目について、第

１２条、第１３条、第１６条及び第１８条並びに第６条の規定によ

り計算した額と現に支払った額を比較し、当該各種目ごとのいずれ

か少ない額を合計した額とする。 

  （旅費の請求手続） 
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 第２４条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとする

旅行者及び概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者でその精算を

しようとするものは、別に定める請求書に必要な書類を添えて、こ

れを当該旅費の支出又は支払をする者（以下「支出等命令権者」と

いう。）に提出しなければならない。この場合において、必要な添付

書類の全部又は一部を提出しなかった者は、その請求に係る旅費額

のうちその書類を提出しなかったため、その旅費の必要が明らかに

されなかった部分の金額の支給を受けることができない。 

 ２ 概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者は、当該旅行を完了した

後別に定める期間内に、当該旅行について前項の規定による旅費の

精算をしなければならない。 

  （随行旅費） 

 第２５条 一般職の職員が公務のため、市長等、議長及び議長の代理

者に随行して旅行する場合の旅費額については、当該市長等、議長

及び議長の代理者の旅費額に準ずる。 

  （旅費の調整） 

 第２６条 任命権者は、旅行者が市以外の者から旅費の支給を受ける

場合その他旅行における特別の事情により又は旅行の性質上この

条例の規定による旅費を支給した場合には不当に旅行の実費を超

えた旅費又は通常必要としない旅費を支給することとなる場合に

おいては、その実費を超えることとなる部分の旅費又はその必要と

しない部分の旅費を支給しないことができる。 

 ２ 任命権者は、旅行者がこの条例の規定による旅費により旅行する

ことが当該旅行における特別の事情により又は当該旅行の性質上

困難である場合には、市長と協議して定める旅費を支給することが

できる。 

-54-



 

  （旅費の特例） 

 第２７条 任命権者は、職員について労働基準法（昭和２２年法律第

４９号）第１５条第３項又は第６４条の規定に該当する事由がある

場合において、この条例の規定による旅費の支給ができないとき、

又はこの条例の規定により支給する旅費が労働基準法第１５条第

３項又は第６４条の規定による旅費又は費用に満たないときは、当

該職員に対しこれらの規定による旅費若しくは費用に相当する金

額又はその満たない部分に相当する金額を旅費として支給するも

のとする。 

 「第３章 外国旅行の旅費」を削る。 

  第２８条及び第２９条を次のように改める。 

  （旅費の返納） 

 第２８条 支出等命令権者は、旅行者がこの条例又はこれに基づく規

則の規定に違反して旅費の支給を受けた場合には、当該旅費を返納

させなければならない。 

 ２ 旅行者がこの条例又はこれに基づく規則の規定に違反して旅費の

支給を受けた場合には、支出等命令権者は、前項の規定する返納に

代えて、当該支出等命令権者がその後においてその者に対し支出し、

又は支払う給与又は旅費の額から、当該旅費に相当する金額を差し

引くことができる。 

 ３ 前項に規定する給与の種類は、規則で定める。 

  （会計年度任用職員の旅費） 

 第２９条 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員が公務

のため旅行したときは、一般職の職員に相当する額の旅費を支給す

る。 

  第３０条から第３７条までを削る。 

-55-



 

  「第４章 雑則」を削る。 

  第３８条及び第３９条を削る。 

  第４０条を第３０条とする。 

  別表第１を次のように改める。 

 別表（第１５条関係） 

 

  別表第２を削る。 

 （対馬市議会議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第２条 対馬市議会議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例（平成１

６年対馬市条例第４１号）の一部を次のように改正する。 

  第３条中「別表第１に規定する車賃及び宿泊料」を「対馬市職員の

旅費に関する条例（平成１６年対馬市条例第５０号。以下「旅費条例」

という。）に規定する市長等に対して支給される額に相当する額のその

他の交通費、宿泊費及び宿泊手当」に改める。 

  第４条中「別表第１及び別表第２に規定する」を「旅費条例に規定

する市長等に対して支給される額に相当する額の」に改める。 

  別表第１及び別表第２を削る。 

 （対馬市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例の一部改正） 

第３条 対馬市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す

る条例（平成１６年対馬市条例第４２号）の一部を次のように改正す

る。 

  別表中「副市長及び教育長」を「市長等」に改める。 

区分 路程５０キロメー
トル未満

路程５０キロメー
トル以上１００キ
ロメートル未満

路程１００キロ
メートル以上３０
０キロメートル未
満

路程３００キロ
メートル以上５０
０キロメートル未
満

路程５００キロ
メートル以上１，
０００キロメート
ル未満

路程１，０００キ
ロメートル以上
１，５００キロ
メートル未満

路程１，５００キ
ロメートル以上
２，０００キロ
メートル未満

路程２，０００キ
ロメートル以上

市長等 １５３，０００円 １７７，０００円 ２１８，０００円 ２６９，０００円 ３５６，０００円 ３７５，０００円 ４０１，０００円 ４６５，０００円

一般職の職員 １２６，０００円 １４４，０００円 １７８，０００円 ２２０，０００円 ２９２，０００円 ３０６，０００円 ３２８，０００円 ３８１，０００円
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 （対馬市会計年度任用職員であるスクールソーシャルワーカーの報酬

及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第４条 対馬市会計年度任用職員であるスクールソーシャルワーカーの

報酬及び費用弁償に関する条例（令和元年対馬市条例第３４号）の一

部を次のように改正する。 

  題名を次のように改める。 

   対馬市会計年度任用職員であるスクールソーシャルワーカーの

報酬等に関する条例 

  第１条中「報酬及び費用弁償」を「報酬等」に改める。 

  第４条の見出し及び同条中「費用弁償」を「旅費」に改める。 

 （対馬市参考人等の費用弁償条例の一部改正） 

第５条 対馬市参考人等の費用弁償条例（平成１６年対馬市条例第４３

号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第１項を次のように改める。 

   旅費は、鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、宿泊費、包括

宿泊費及び宿泊手当とする。 

  第４条第２項中「日当及び宿泊料」を「宿泊費」に改め、「別表第

１」を削り、「副市長、教育長」を「市長等」に改める。 

 （対馬市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改

正） 

第６条 対馬市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令

和元年対馬市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

  第２９条を削り、第３０条を第２９条とし、第３１条を第３０条と

する。 

 （対馬市会計年度任用職員である医師の給与及び費用弁償に関する条

例の一部改正） 
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第７条 対馬市会計年度任用職員である医師の給与及び費用弁償に関す

る条例（令和元年対馬市条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

  第２６条を削り、第２７条を第２６条とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の条例の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）以後に出発する旅行について適用し、施行日前に出発する旅行

については、なお従前の例による。 

３ 第１条の規定による改正後の対馬市職員の旅費に関する条例（以下

「新条例」という。）第２８条の規定は、新条例又はこれに基づく規

則の規定に違反して旅費の支給を受けた場合に適用する。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜 
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議案第６８号 

 

対馬市営航路船舶使用料条例の一部を改正する条例 

 

 対馬市営航路船舶使用料条例（平成１６年対馬市条例第１９２号）の

一部を次のように改正する。 

 第５条第２項中「１箇月」を「１か月」に改める。 

 別表第１及び別表第２を次のように改める。 

別表第１（第４条関係） 

普通乗船料金 

仁 位 

円 

420 
佐志賀 

 

460 

円 

140 
嵯峨 

 

630 

 

320 

円 

260 
貝 鮒 

 

 

930 

 

600 

 

490 

円 

430 
水 崎 

 

930 

 

600 

 

490 

 

430 

円 

70 
加志々 

 

 

1,080 

 

790 

 

790 

 

590 

 

680 

円 

680 
長板浦 

備考 

１ 本表は、大人片道運賃を示す。 

２ 小児運賃（６歳以上１２歳未満）については、大人運賃の２分

の１の額（１０円未満の端数は、１０円に切り上げ）とする。 

３ １歳未満の小児の運賃及び大人に同伴されて乗船する１歳以
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上６歳未満の小児の運賃であって、大人１人につき１人まで無料

とする。 

４ 大人に同伴されて乗船する１歳以上６歳未満の小児であって

大人１人につき１人を超えるものは小児運賃とする。 

５ 大人に同伴されずに、又は団体として乗船する１歳以上６歳未

満の小児は小児運賃とする。 

別表第２（第５条関係） 

定期乗船料金 

 

仁 位 

 

円 

15,120 

10,080 

 

佐志賀 

 

16,560 

11,040 

円 

5,040 

3,360 

 

嵯 峨 

 

 

22,680 

15,120 

 

11,520 

7,680 

円 

9,360 

6,240 

貝 鮒 

 

33,480 

22,320 

 

21,600 

14,400 

 

17,640 

11,760 

円 

15,480 

10,320 

水 崎 

 

 

33,480 

22,320 

 

21,600 

14,400 

 

17,640 

11,760 

 

15,480 

10,320 

円 

2,520 

1,680 

加志々 

 

 

38,880 

25,920 

 

28,440 

18,960 

 

28,440 

18,960 

 

21,240 

14,160 

 

24,480 

16,320 

円 

24,480 

16,320 

長板浦 

備考 
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上段 普通定期乗船料金 

下段 通学定期乗船料金 

   附 則  
 （施行期日）  
１ この条例は、令和８年１０月１日から施行する。  
 （経過措置）  
２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の定期乗船に係

る料金を施行日前に納入した場合における料金の額は、この条例によ

る改正後の別表第２の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜 
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議案第６９号 

 

   辺地に係る公共的施設の総合的な整備計画について 

  

辺地に係る公共的施設の総合的な整備計画を別紙のとおり策定するこ

とにつき、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置

等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）第３条第１項の規定により、

議会の議決を求める。 

 

令和８年９月８日提出 

 

                   対馬市長 比田勝 尚喜   
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議案第７０号 

 

   市道の認定について（安神峠線） 

 

 次の路線を市道に認定するため、道路法（昭和２７年法律第１８０号）

第８条第２項の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和８年９月８日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜   

 

 

 
 

番  号 
      
 
 

 
 

路 線 名 
 
 
 

 
起       点 

 
 

終       点 
 

 
 
１－８３７ 

 
 
 

 
 

安神峠線 
 
 
 

 
 対馬市厳原町尾浦１６７番２０地先から 
 
 
 対馬市厳原町安神１８２番１０５地先まで 
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